
あなたは生活保護を受けていますか？

あなたは町県民税が
課税されていますか？

世帯の中で町県民税が
課税されているかたがいますか？

老齢福祉年金を受給していますか？ 前年の合計所得金額が
125万円以上ありましたか？

前年の合計所得金額が
200万円以上ありましたか？

前年の合計所得金額が
400万円以上ありましたか？

・生活保護の

受給者

・老齢福祉年

金受給者で世

帯全員が町県

民税非課税の

かた

第１段階

基準月額×

12月×0.5

世帯全員が町

県民税非課税

で課税年金収

入額と合計所

得額の合計が

80万円未満の

かた

世帯全員が町

県民税非課税

で課税年金収

入額と合計所

得額の合計が

８０万円以上

のかた

世帯員に課税者

がいて本人が非

課税で課税年金

収入額と合計所

得額の合計が

８０万円未満の

かた

世帯員に課税者

がいて本人が非

課税で課税年金

収入額と合計所

得額の合計が

８０万円以上の

かた

本人が課税者

で課税年金収

入額と合計所

得額の合計が

１２５万円未

満のかた

本人が課税者

で課税年金収

入額と合計所

得額の合計が

１２５万円以

上２００万円

未満のかた

本人が課税者

で課税年金収

入額と合計所

得額の合計が

２００万円以

上４００万円

未満のかた

本人が課税者

で課税年金収

入額と合計所

得額の合計が

４００万円以

上のかた

第３段階

基準月額×

12月×0.75

第４段階

基準月額×

12月×0.85

第４段階

基準月額×

12月×1.00

第５段階

基準月額×

12月×1.15

第６段階

基準月額×

12月×1.25

第７段階

基準月額×

12月×1.45

第８段階

基準月額×

12月×1.65

 第２段階

基準月額×

12月×0.5

上記の金額は、介護従事者処遇改善臨時特例交付金の保険料影響緩和による金額が示してあります。

 23,600円/年  23,600円/年  35,500円/年  47,300円/年  54,400円/年  59,200円/年  68,600円/年  78,100円/年 40,200円/年

はい

はい

はい はい

はい

はい

はいはいはい

いいえ

いいえ

いいえ いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

課税対象年金（遺族・
障害年金を除く）収入
額と合計所得金額の
合計が80万円以上
ありましたか？

課税対象年金（遺族・
障害年金を除く）収入
額と合計所得金額の
合計が80万円以上
ありましたか？

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

　40 歳から 65歳未満のかたの介護保険料の決め方は、加入している医療保険によって異なります。
　　◎国民健康保険加入者＝　介護保険料は所得や資産によって異なり、介護保険料の２分の１を国が負担しま
　　　　　　　　　　　　　　す。国民健康保険税とともに納付します。
　　◎職場の健康保険加入者＝介護保険料は給料によって異なり、介護保険料の２分の１を事業主が負担します。
　　　　　　　　　　　　　　健康保険料とともに納付します。

● 65歳以上のかたの介護保険料
　65歳以上のかたの介護保険料は、サービスに必要な費用に応じて３年ごとに見直しています。平成
21年度から平成23年度までの介護保険料の基準は年額48,000円（月額4,000円）と定めました。また、
負担が重くなりすぎないよう本人や世帯の所得などに応じて８段階になっています。

平成 21年度から平成 23年度の所得段階別年額保険料

⇒介護保険料は、毎年４月１日を基準として賦課します。
⇒５月以降に 65 歳になるかたや、転入したかたの保険料額は月割で算定します。
⇒老齢福祉年金＝明治 44 年４月１日以前に生まれたかたなどが受けている年金です。
⇒合計所得金額＝総所得金額に分離譲渡所得等（特別控除等を差引く前の金額）を合計した金額です。
　（扶養控除・社会保険料控除などを除いた後の課税標準額とは異なります。）

●納め方は年金の額によって分かれます

介護保険料の決め方・納め方

●40歳～ 65歳未満のかたの介護保険料

◎問い合わせ先＝保健衛生課介護保険係℡（86）1111（内線）1161

スタート

年金 18 万円以上のかた 年金から徴収されます（特別徴収）
年金の定期払い（年 6回）の際に、あらかじめ差し引かれます。
※特別徴収となる年金は、老齢・退職年金、遺族年金、障害年金です。

年金 18 万円未満のかた 納付書や口座振替で納めます（普通徴収）
町から送付される納付書の納期にしたがって納めます。

年金額 18万円以上でも、こんなときは納付書や口座振替で納めます
◎ 65 歳になったとき　◎年度の途中で所得段階が変更になったとき　◎年金の支払が停止されたとき　など

⇒介護従事者処遇改善臨時特例交付金は、介護従事
　者の処遇改善を図るために、平成 21 年の介護報酬
　改定（プラス３％）が行われることに伴い、介護
　保険料への報酬改定影響部分を国が交付するもの
　です。

ながしま 10広報


